























An Observation on the Deployment of Education for International Understanding and 
Education for Sustainable Development
 Tomonori ICHINOSE
Abstract
　　The purpose of this paper is to reaffirm the philosophy and objectives of Education for International 
Understanding.
　　To do this, we analyze practical cases performed by on-site instructors and the opinions of children. 
Meanwhile, the concept of Education for Sustainable Development advocated at the 2002 Johannesburg Summit 
is currently being implemented in the classroom, but there is little understanding of where Education for 
Sustainable Development and Education for International Understanding overlap and differ in schools. From the 
perspective of schools, they feel that they have been presented with a new educational concept and this has 
resulted in them feeling burdened.
　　However, the number of UNESCO schools increased to 107 as of September 2009 . UNESCO schools have 
been positioned as centers for promoting Education for Sustainable Development. However, the actual objectives 
of the activities of UNESCO schools and the concept of Education for Sustainable Development are not 
necessarily consistent, and there are various doubts in schools about becoming UNESCO schools and operating 
UNESCO school activities.
　　This paper is aimed at clearly explaining where Education for International Understanding, Education for 
Sustainable Development and the concept of UNESCO schools overlap and differ. Hopefully, these observations 
will lead to the promotion of Education for International Understanding, Education for Sustainable Development 
and UNESCO school activities.
　　　　　　　　　Key words： Education for International Understanding（国際理解教育）
 Education for Sustainable Development（持続発展教育）









































































































































































































































































































































































申請中 宮城県気仙沼市立　気仙沼小学校 水産業、環境教育 
申請中 宮城県気仙沼市立　南気仙沼小学校 環境教育、川の清掃、環境保全活動 
申請中 宮城県気仙沼市立　九条小学校 環境教育、生き物の生態、水質調査 
申請中 宮城県気仙沼市立　月立小学校 地域遺産教育：伝統芸能、伝統技術 
申請中 宮城県気仙沼市立　落合小学校 農作物、花の栽培、エコ活動 
申請中 宮城県気仙沼市立　唐桑小学校 環境教育、牡蠣養殖、海を守る活動
申請中 宮城県気仙沼市立　大島中学校 環境教育、ホタテの養殖体験 
申請中 宮城県気仙沼市立　条南中学校 国際理解教育
申請中 宮城県気仙沼市立　新月中学校 キャリア教育、職場体験


















































































ASPnet schools are encouraged to conduct pilot projects on four main themes of study covering a wide range of interrelated 
sub-topics. The point of departure should be issues relevant to the student’ s own environment, concerns, and aspirations. The 
themes presented below provide a basis which can be extended to other topics.
1. World concerns and the role of the United Nations system: 
Select an issue of world concern such as poverty, hunger, disease, unemployment, pollution, illiteracy, cultural identity, women's 
issues, population, etc., and examine various facets of the problem locally, nationally and internationally. As the students search 
for possible solutions, the present and future role of the United Nations and its Specialized Agencies in helping to solve such 
issues become more concrete and visible. The observance of International and United Nations Years and Days can also help 
students to situate these issues with regard to their own lives, now and in the future.
2. Human rights, democracy and tolerance: 
Schools often choose the Universal Declaration of Human Rights, the Convention on the Rights of the Child, or the Decade on 
Education for Human Rights ( 1995 -2004 for example, as points of departure.. Discussions should be within the context of the 
students' own experiences, broadening out to encompass the rights of others, sensitizing them to their own rights but also to 
their duties and responsibilities. Today, many activities relating to human rights aim at eliminating all manifestations of 
intolerance, racism, prejudice and at strengthening education for democracy, mutual respect, civic responsibility, tolerance and 
non- violent conflict resolution.
3. lntercultural learning: 
As societies become increasingly multicultural and multiethnic, the study of other countries and cultures can be undertaken at 




groups and with embassies and cultural centres of other nations. Such groups and organisations are an invaluable source of 
information and could help to promote a better understanding and appreciation of other customs, traditions and values, by 
contributing to exhibitions or by providing speakers to address students about the country and its role in the UN family.
4. Environmental concern: 
This theme allows students to link international issues affecting the global environment to individual, local or national realities. 
Within this framework, they can be encouraged to confront problems of local concern which may lead them to develop 
strategies for the same or similar problems at both national and international levels. Activities in this area include studies on 
pollution, energy, forest conservation, marine and atmospheric research, soil erosion and conservation of natural resources, 
desertification, the "greenhouse effect", sustainable development, recycling "Agenda 21 ", and ultimately on how science 
contributes to the future of humanity. Subsequent to reflection in the classroom, community-oriented projects are often 
conducted to improve immediate local needs.
資料３：ユネスコ・スクール研究テーマ
ユネスコ・スクールでは、以下の４分野を基本テーマとしています。なお、ユネスコの理念に沿ったものであれば、他のテーマ設
定（世界遺産教育など）も可能です。
⑴　地球規模の問題に対する国連システムの理解
　貧困、飢餓、失業、識字、文化理解、性差、人口問題等の世界的な問題からテーマを選び、自分の地域や国、国際的などの側面
から、調査を行う。
⑵　人権、民主主義の理解と促進
　「世界人権宣言」「児童の権利に関する条約」等を出発点として、学生の自らの経験のなかから、他者の権利だけでなく義務や
責任（人種差別、偏見、民主主義、相互の尊重、市民の責任、寛容と非暴力紛争等、人権に関連する問題）について意識を広げさ
せる。
⑶　異文化理解
　他国の学生または両親、自国民、移民集団、大使館、他国の文化センター等と連携を取りながら、異なる習慣、伝統、価値観に
対する理解を促進する。
⑷　環境教育
　自分たちが住む地域が直面している環境問題（汚染、エネルギー、森林保護、海洋および大気に関する研究、土壌侵食、天然資
源保護、砂漠化、温室効果、持続可能な開発など）を検討し解決の手段を考えるとともに、科学が人類の将来に果たす役割を考える。
５．持続発展教育と国際理解教育
　この章では、第１章で考察した国際理解教育と持続
発展教育の関係について考察してみたい。
5.1． 持続発展教育と国際理解教育の理念
　「持続可能な開発」とは、「社会的公正の実現や自
然環境との共生を重視した新しい開発」を進めること
によって「直面している様々な課題を解決し、世界中
の人々と将来の世代が安心して暮らすことのできる社
会」を構築することである。
　国際理解教育学会の研究による「グローバル時代に
対応した国際理解教育のカリキュラム開発に関する理
論的・実践的研究」報告書の中で、大津和子は、国際
理解教育の目標として「未来への選択（変えるのはわ
たしたち）」を提示している。この「未来への選択（変
えるのはわたしたち）」は、「世界中の人々と将来の世
代が安心して暮らすことのできる社会」を構築する持
続発展教育の目標と重なりあっている。５
5.2． 持続発展教育と国際理解教育の相違
　持続発展教育と国際理解教育は、重なりあう部分も
ある一方、目標やプロセスにおける違いも感じられる
（表３参照）。持続発展教育は、環境教育、開発教育、
多文化共生教育、福祉教育、人権教育、平和教育、国
際協力、その他の領域を包括する領域の統合であり、
外国や多文化を素材として教育を組み立てている国際
理解教育とは、枠組みが異なっている。また、持続発
展教育には「緊急性」と「未来性」のメッセージが込
められている。環境破壊、人口減少、雇用不安といっ
たネガティブなメッセージが多い中で、課題を解決
し、希望をもって持続可能な未来を作り上げること
が、持続発展教育においては強調される。
　課題解決のためには、その課題に応じてどんな個人
やどんな外国ともつながっていくことが期待されてい
る。アメリカと日本、中国と日本といった、国と国が
全面に出されることはない。このことが国際理解教育
と異なっている。
　誤解を恐れずに言えば、国際理解のモデルにおいて
は、学校で外国の文化を紹介し、将来それらの外国に
興味をもって「架け橋」となる人材が育てばよいと考
える。また、開発途上国への支援について学んだ場合、
将来的には、クラスの中から、国際協力や途上国支援
に携わる人材が出てくることを期待する。そこで想起
されるのは、生徒の一部が外国語や開発教育を学び、
交流や支援の担い手になるというイメージであった。
しかし、持続発展教育のモデルはそうではない。すべ
ての生徒が、環境破壊や地域社会の衰退、貧困といっ
た目前の課題を解決するために、地域を出発点として
他者と繋がる、さらに、お互いに知恵をしぼり、情報
を共有しながら未来をつくっていくというモデルであ
る。そこには、一部の生徒が「架け橋」となって、世
界の諸地域とかかわるというイメージはない。
６．持続発展教育を展開する上での課題
　持続発展教育は地域に根差した枠組みである。学校
単位で持続発展教育を推進していくので、教員が変
わっても、地域の中に学校がある限り、学校の活動内
容は変わらない。
　一方、学校内における国際理解教育の担い手として
の教員は、日本人学校や JICAの協力隊員経験者、多
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５　市瀬「地域の国際理解教育とESDの理念およびASPネットワークとの連携」参照。
表３：持続発展教育と国際理解教育のモデル
持続発展教育の
モデル
・諸領域の統合
・緊急に解決すべき地球的課題と未来につ
いての取組み
・すべての個人が地域から直接世界につな
がる
・課題に応じて、どんな個人どんな文化圏
とも交流する
・地域に根差した枠組み
国際理解教育の
モデル
・海外、外国、多文化（異文化）が柱とな
る
・緊急性、未来への持続というところに焦
点はない。
・地域が世界につながることは意図されて
いない
・二国間関係が想起されやすい
・多文化を体験した個人に依拠した枠組み
資料４：地域のリソース
地域の物的リソースの発掘 地域の人的リソースの発掘
自然環境
地域遺産（⇔世界遺産）
地域産業
伝統芸能
地域の名人や達人
特別な技能を持つ方
定住している外国籍
文化（異文化）に興味を持つ個人であって、その教員
が転出すると、活動は学校には根付かないという問題
ある。以上のような議論をまとめると、持続発展教育
のモデルとは、地域に根差し、もっとも緊急性で尖鋭
的な教育であるように思える。
　しかし、このようなモデルが、必ずしも有効ではな
いケースも多い。以下に持続発展教育を展開する上で
の課題について述べてみたい。
6.1．都市部の学校と周辺部の学校
　筆者は、仙台市教育委員会「平成21年度　国際理解
教育研修会」（仙台市教育センター、2009年８月（参
加教員15名）、教員免許状更新講習「持続発展教育入
門」７月（参加教員11名）、教員免許状更新講習「学
校の国際化・多文化化」９月（参加教員12名）におい
て、宮城県内の教員を対象に、持続発展教育のモデル
（図２）について説明する機会があった。資料４のよ
うな課題を提示して、学校教員に自分課所属する学校
の地域リソースについて考えてもらった。その結果、
興味深い事実が浮かび上がった。
　山間部、沿海部、農村部の学校、歴史の長い学校ほ
ど、地域の物的リソースや人的リソースを発掘するこ
とが容易であり、それらの学校の教育に光があてられ
やすい。反面、仙台市を中心とする都市部の学校、歴
史の浅い学校、住宅地の学校ほど、自然、歴史、産業
などのリソースを探すことが難しかった。
　このことは、ユネスコ・スクール活動の地域におけ
る展開にも表れているといえる。表２で示した宮城県
内のユネスコ・スクールは、ほとんどが沿海部、農村
部など自然環境の豊かな地域に立地している。一方、
政令指定都市である仙台市では、ユネスコ・スクール
は少ない。地域に根差した活動の例示をしようとして
も、リソースが探せない場合があるからある。
6.2．持続発展教育と教科の学習
　次に言及しておきたいことは、地域に根差すこと、
自然、歴史、産業などのリソースを教育的課題として
取り入れることをあまり強調すると、持続発展教育
が、そうしたリソースに依拠した特別な活動である、
といったイメージを与えてしまう恐れがあるという点
である。
　2008年２月15日に公表された、幼稚園教育要領案、
小学校学習指導要領案及び中学校学習指導要領案で
は、「持続可能な開発のための教育」が、教育課程の
中に明確に位置づけられている。６
　資料５に示されているように、持続発展教育とは、
本来は、教科の中で行うべきものである。教科の学習
の中に「持続可能な教育」の視点を実現するべきもの
であるにもかかわらず、地域リソースを強調すると、
特別なリソースを活用して、総合学習や特別活動の中
で行う教育のように誤解を生じる可能性が大きい。
おわりに
　以上、国際理解教育とユネスコ・スクール、そして
持続発展教育の関係について述べてきた。とくに第４
章では、ユネスコ・スクールの４つのテーマと持続発
展教育の関係について、さらに議論する必要があるこ
とを指摘した。また、第６章では、地域に根差すこと
や地域リソースを強調すると、ユネスコ・スクールの
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国際理解教育と持続発展教育の地域における展開に関する一考察
６　http://www.mext.go.jp/unesco/002/004/08043006/001.htm
７　都市部の学校であっても、高等学校や私立の学校で、継続して特色のある教育を展開できる場合はその限りではない。
資料５：学習指導要領と持続発展教育
　例えば中学校社会の地理的分野エ環境問題や環境保全を中核とした考察においては、「地域の環境問題や環境保全の取組を中核
として、それを産業や地域開発の動向、人々の生活などと関連付け、持続可能な社会の構築のためには地域における環境保全の取
組が大切であることなどについて考える。」、公民的分野⑷私たちと国際社会の諸課題においては「持続可能な社会を形成するとい
う観点から、私たちがよりよい社会を築いていくために解決すべき課題を探究させ、自分の考えをまとめさせる。」という内容が
加えられた。また、中学校理科の第1分野及び第2分野の自然環境の保全と科学技術の利用においては、「自然環境の保全と科学技
術の利用の在り方について科学的に考察し、持続可能な社会をつくることが重要であることを認識すること。」という内容が加え
られている。
活動に都市部の学校が参加できないと捉えられるとい
う問題について指摘した。７こうした課題を解決する
ためには、持続発展教育が教科の中で浸透し、なおか
つ学校に定着して長く継続するような方法やモデル
を、今後学校現場に提示していかなければならないだ
ろう。
　2008年11月にユネスコ・スクール支援大学間ネット
ワーク（ASPUnivNet）が成立し、2009年９月に全国
11の大学がこれに加盟している。ユネスコ・スクール
支援大学間ネットワークは、地域のユネスコ・スクー
ルの加盟の支援や、活動の支援を行うことが期待され
ているが、上述の理念を整理し、学校現場にわかりや
すく提示していくことも、支援大学の教員の役割であ
ると考えられる。
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